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情報通信審議会 電気通信事業政策部会 

電話網移行円滑化委員会 

第３回会合 議事録（平成 23 年８月 24 日） 

 

１．日 時： 平成 23 年８月 24 日（水）10:00-11:30 

２．場 所： 総務省８階 第１特別会議室 

３．出席者： （委員） 

       東海主査、相田主査代理、石井委員、井手委員、北委員、長田委員 

      （総務省） 

      原口電気通信事業部長、安藤総務課長、古市事業政策課長、 

      二宮料金サービス課長、齋藤データ通信課長、 

      野崎電気通信技術システム課長、中沢番号企画室長、 

      木村事業政策課調査官、大村料金サービス課企画官、 

      山路電気通信技術システム課企画官、大内事業政策課課長補佐、 

      安東料金サービス課課長補佐、岡井消費者行政課課長補佐 

４．議 題： （１）電話網からＩＰ網への円滑な移行の在り方について 

       （２）その他 

 

○東海主査  おはようございます。定刻でございますので、情報通信審議会電気通信事

業政策部会電話網移行円滑化委員会の第３回会合を開催させていただきたいと思います。 

 前回は、３つの基本的な視座を持った上で、今後そこから導かれる個別の課題につい

て検討を進めることを提案させていただきました。したがって、本日及び次回につきま

しては、既にご案内のように、今日は利用者対応という観点から、次回は事業者対応と

いった観点から、それぞれの焦点を絞り議論を進めたいと思っております。本日は利用

者対応でございますけれども、これまで委員会の議論、あるいはヒアリングを通じて一

定程度の議論がなされてまいりましたことから、利用者対応における各検討項目につい

て、これまでの議論を踏まえた考え方の案を、事前に取りまとめのために提示させてい

ただこうということにいたしました。これによって、今日は皆様のご意見をちょうだい

して、利用者対応の議論の方向を少し前に進めていければと考えているところでござい

ます。 
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 それでは、資料の確認等も含めながら、事務局より今日の資料のご説明をお願いした

いと思います。 

○大内課長補佐  わかりました。お配りしております資料でございますが、資料３－１

「利用者対応の在り方等について（案）」と、資料３－２としまして「電話網の円滑な

移行について」というのが本日の資料でございまして、あとは、前回お配りした資料を

再びお配りしております。本日事務局からは、資料３－１及び３－２をご説明したいと

思います。 

 まず、資料３－１「利用者対応の在り方等について（案）」でございますが、ページ

をおめくりいただきますと、本日は「１．総論」ということで全体にかかわる議論、ま

た、「２．利用者対応」ということで利用者対応に特化した議論の２つご紹介したいと

思います。 

 ページをおめくりください。２ページ目でございます。「１－１ 中継網の移行に伴

う、今後のネットワークの在り方について」ということで、電話網からＩＰ網への円滑

な移行を実現することが重要な課題であるとの点を踏まえ、今後のネットワークの在り

方についてどう考えるか。これにつきまして、考え方の案でございますが、今後の移行

先の一つとされるＮＧＮについては、２００８年から第一種指定電気通信設備に指定さ

れていること、ＮＴＴ東西が「概括的展望」を踏まえて、ＩＰ網への移行について責任

を持って進めていく考えを表明していることからすれば、ＮＧＮが今後多様なサービス

を効率的・安定的に提供することが可能な基幹的な中継網としての役割が期待されてい

ると考えられる。こうした認識をもとに、ＰＳＴＮからＩＰ網（現時点ではＮＧＮを想

定）への計画的移行を通じ、電話網の円滑な移行を実現していくとの観点からは、今後

ＮＧＮがＰＳＴＮの基本的役割を受け継いでいくとの考えに立った上で、中長期的なス

パンでさまざまな取組みを速やかに検討し、遅滞なく実施していくことが必要であると

も考えられるのではないか、としております。 

 続きまして、３ページ目でございますが、課題としまして、前回主査からお示しいた

だきました「継続性」、「予見性・透明性」、「発展性・柔軟性」といった３つの基本的視

座について、今回考え方の案の中で多少書き下したものをお示ししております。まず、

「継続性」でございますが、利用者が過度の追加的負担なくＩＰ移行後も現状の利用形

態を可能な限り継続できるような環境づくりが求められるのではないか。また、これま

でＰＳＴＮ上で競争的サービスを提供してきた事業者に対し、ＮＧＮにおいても公正競
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争環境を確保していくことが求められるのではないか、としております。 

 続きまして、「予見性・透明性」についてでございますが、ＮＴＴ東西は、ＩＰ化に

向けた移行計画を明瞭かつ早期に提示することにより、代替サービスの開発・選択を通

じた自主的な移行を促進するとともに、関係者間での積極的な協議を通じて課題の解決

を図り、円滑な移行を確保していくことが求められるのではないかとしております。 

 最後に、発展性・柔軟性につきましては、利用者ニーズを踏まえつつ、上位レイヤを

含む多様な事業者の参加を促す柔軟な展開が求められるのではないか、としております。 

 続きまして、４ページ目でございますが、中継網以外に移行計画に関係すると考えら

れるその他のネットワークについて、前回アクセス網とモバイル網といった２つのネッ

トワークをお示ししておりますが、それぞれにつきまして考え方の案を示しております。 

 まず、アクセス網でございますが、巻き取りの年限が異なるアクセス網との間で移行

の時期が異なることはやむを得ない側面があります。他方、ＮＧＮとＦＴＴＨは連携し

て機能していることから、ＮＴＴ東西が中継網を移行させる過程でアクセス網の光化が

進展することが不可避な側面もあります。こうしたことから、利用者の利便性の低下を

防ぎ、移行に対する予見性・透明性を高める観点から、アクセス網のＦＴＴＨへの移行

の円滑化に向けた方策についても検討が求められるのではないか。２段落目でございま

すが、メタル回線がすべて巻き取られるまでには一定の時間を要すると考えられるため、

今後一層の競争環境の整備や魅力的なサービス展開の実現等の積極的な方策を通じて、

光ブロードバンドの促進を図っていく必要があるのではないか、としております。 

 続きまして、モバイル網の在り方でございますが、モバイル網につきましては、これ

まで固定ブロードバンドが担ってきた大容量通信の一部を代替する環境が整備されつつ

あるとの意見も示されている。他方、スマートフォンに代表されるサービスの大容量化

に伴い、回線容量が不足するおそれから、固定ブロードバンド回線へのオフロード等が

検討されていること等、新たな課題への対応も必要となっている。こうしたことを踏ま

え、今後モバイルブロードバンド環境の変化がＮＧＮにおける競争環境の整備や移行後

の代替サービスの在り方等に与える影響について分析していくことが求められるのでは

ないか、としております。 

 続きまして、５ページ目でございます。１－２としまして、ＮＴＴ東西が公表した移

行計画であります「概括的展望」についてでございます。このページでは、当該展望に

ついての評価、また、円滑な移行の促進策について課題を挙げております。 
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 まず、「概括的展望」に対する考え方でございますが、中継網の移行を計画的に行っ

ていくことは肯定されるべきではないか。その際、予見性・透明性の確保により過度の

負担や移行時の混乱を回避する観点から、一定の移行実施期間を確定し、早い段階で周

知することが有効ではないか。他方、計画の継続的検証及び必要に応じた改定が求めら

れるのではないか。また、移行スケジュールの妥当性を判断するに当たっては、交換機

の保守限界等のハード面のみならず、周知期間、移行実施期間等のソフト面についても

総合的に勘案することが求められるのではないか、としております。 

 続きまして、上にＡ、Ｂという形で積極的移行と受動的移行についての考え方を再び

挙げておりますが、積極的移行に対する考え方でございます。中継網の発展性・、柔軟

性も確保しつつ、可能な限り積極的な移行を促すための環境を構築していくべきではな

いか、としております。 

 続きまして、ページをおめくりいただきまして６ページ目でございます。関係者によ

る協議、合意形成の在り方についての課題を挙げております。まず、協議の必要性でご

ざいますが、中継網の移行について関係者が現状認識や課題を共有することは、予見

性・透明性の観点から有効であり、円滑化に資するのではないか。また、計画を調整す

ることが可能な早期の段階から協議を開始することが望ましいのではないか、としてお

ります。 

 続きまして、協議の体制及び協議における合意の内容等でございますが、まず、体制

につきましては、ＮＴＴ東西に加え接続事業者や関係省庁（総務省）といった幅広い関

係者が参加する形が適当ではないか。また、協議により得られる合意の具体的内容につ

いては、本審議会答申で示される予定の方針に基づき、関係者間において移行計画に関

する共通理解を醸成するために必要な事項を設定した上で、関係者間の役割分担や費用

負担の在り方について、今後とるべき対応を明らかにしていくことが重要なのではない

か、としております。 

 以上、総論でございまして、続きまして、７ページ以降は「２．利用者対応」でござ

います。８ページ目をおめくりください。まず、「円滑な移行に向けた取組について」

ということで、現状の認識及びそれを踏まえた取り組みについて課題を挙げております。

まず、考え方案でございますが、周知の必要性につきましては、予見性・透明性を高め、

円滑な移行を実現する観点から、一般の利用者及び法人の利用者ということで下記のよ

うな利用者像を挙げておりますが、そうした像を共有しつつ、十分な期間を置いて利用
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者周知等の対策を適切に講じることが求められるのではないか、としております。 

 続きまして、周知以外の取り組みの必要性でございます。周知により移行の必要性を

理解した利用者が、実際に移行に向けた行動を起こすためには、あらかじめ代替サービ

スや低廉な端末等に関する情報が開示され、選択可能な環境を整えていくことが求めら

れる。そのため、具体的な移行対策を策定・実施することが必要であり、多数の利用者

を効率的に移行させる観点からは、例えば以下を含む多様な取り組みをパッケージ化し

た包括的対策を講じていくことが求められるのではないかということで、求められる取

り組みを例示しているところでございます。 

 続きまして、９ページ目をおめくりください。引き続き、「円滑化な移行に向けた取

組について」ということで、こちらでは最終局面における取り組みですとか、その他必

要な取り組みについて課題を挙げているところでございます。考え方案でございますが、

まず、移行の最終的な段階の取り組みとしまして、特に移行への理解を得にくい利用者

に対して、一定程度計画的な移行を行う必要が生じる可能性がある。こうした場合に、

何らかの形で一歩踏み込んだ対応を行うことが求められるのではないか、としておりま

す。続きまして、その他の取り組みにつきましては、先行する大規模サービスの廃止等

の事例においてどのような対策が有効であったかという点について分析を行い、知見が

得られる場合には適宜活用することも求められるのではないか、としております。 

 続きまして、１０ページ目でございます。ＮＴＴ東西が「概括的展望」で示しており

ますサービスの分類についてでございますが、課題のところにございますとおり、中継

網の移行後も提供を維持するサービス及び移行に伴って、もしくは移行に先立って提供

を終了するサービスがそれぞれ示されているところでございますが、これにつきまして、

サービスの分類の妥当性、または分類見直しの可能性を含めた今後の検討の在り方につ

いてどのように考えるかということで課題を挙げております。 

 考え方案でございますが、まず、サービス分類の妥当性でございます。サービス分類

は、保守限界といった客観的な数値に基づいている場合には一定の合理性が認められ、

移行に際して利用者の理解の得やすさにつながるとも考えられることから、ＮＴＴ東西

は分類のもととなる考え方等について可能な限り公表することが求められるのではない

か、としております。続きまして、サービスの分類を見直す可能性でございます。現在

分類の対象となっているサービスについて、その社会的役割や利用実態等を定点的に把

握することを通じ、将来的に必要に応じて分類自体の見直しを行う可能性を排除せず、



－6－ 

検証を続けていくことが求められるのではないか、としております。 

 続きまして、１１ページ目及び１２ページ目は、移行後も維持されるサービス及び廃

止されるサービスについて、それぞれ課題を挙げているところでございまして、まず、

１１ページ目の維持されるサービスでございます。課題が２つにまたがっており、まず

上の課題でございますが、提供が今後維持されるサービスについて、その品質や料金負

担等の提供条件が必ずしも明らかになっていないことに関する課題について、どのよう

に考えるかということで挙げております。考え方案でございますが、継続性の観点から、

移行後も維持されるサービスが真に利用しやすいものであることが重要といえるのでは

ないか。維持されるサービスの提供条件について明確化を図り、移行の周知時に積極的

に案内していくことが求められるのではないか、としております。 

 続きまして、局給電に関する課題でございますが、考え方としましては、利用者がみ

ずからの端末に関し局給電による通話が可能かどうか認知していない場合が多いことも

踏まえ、周知の在り方を含め対応すべき課題を整理していく必要があるのではないかと

いうことで、現在別途行われております検討会における検討の状況もご紹介していると

ころでございます。 

 続きまして、１２ページ目でございます。「廃止されるサービスに係る課題につい

て」ということで、サービスを廃止する場合に、廃止までに十分な期間を置いて利用し

やすい代替サービスが提供されることが重要と考えられるが、円滑な移行を促進する観

点からどのような対応をとることが有効か。他方、代替サービスが提供されない場合に、

当該サービスの利用者から理解を得にくい事態も想定されるが、この点についてどのよ

うな対応をとることが有効かということでございまして、以下、代替サービスが提供さ

れる場合とされない場合に分けて考え方の案を示しているところでございます。 

 まず、代替サービスが提供される場合の考え方でございますが、予見性・透明性の観

点から、利用可能なサービス等に関する情報が適切に提供されるようにするとともに、

より多くの利用者に対し自主的な移行の選択を促すための環境を整えていくことが適当

ではないか。また、移行に伴う利用者負担をできる限り小さくすることが重要な課題の

一つと考えられることから、端末等の取りかえ工事代金や代替サービスによる支払額の

上昇といったコストを可能な限り抑制するための継続的な努力も求められるのではない

か、としております。 

 続きまして、代替サービスが提供されない場合の対応でございますが、代替サービス
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の有無、提供条件は円滑な移行を確保する上で大きな要因となることから、ＮＴＴ東西

は早期に今後の見通しを明らかにすることが求められるのではないか。また、代替サー

ビスについては、ＮＴＴ東西だけでなく他事業者を含めた競争環境下で多様なサービス

が選択可能となることが望ましい。多様な主体による多様なサービスの提供がなされる

環境を整備することが求められるのでないか、としております。 

 続きまして、１３ページ目でございます。「廃止されるサービスに係る課題につい

て」ということで、主に光回線契約を代替サービス利用時に要する場合の課題を挙げて

おります。考え方案でございますが、代替サービスの利用に際して新たに光回線の契約

が必要となる場合には、その工事等について利用者からの理解を得にくいことも予想さ

れるため、利用者周知や訪問工事の弾力的な実施等について検討することが求められる

のではないか。また、代替サービスの提供条件によっては、単にサービスを代替すると

いう観点からは必ずしも必要のないサービスの契約を求められる場合もあるため、代替

サービスの提供に当たっては、既存のサービスを当てはめるだけでなく、今後の移行に

即して提供条件を工夫すること等が求められるのではないか。さらに、雑居ビル、ペン

シルビル等においては、工事困難なケースも想定されることから、ＮＴＴ東西等の事業

者は早急に対策困難が想定される地域・対象建物を把握し、個別訪問等による利用者周

知等について検討することが求められるのではないか、としております。 

 以上、資料３－１についてご説明しましたが、続きまして、資料３－２でございます

が、基本的には参考資料という扱いでございますし、前回お示ししたスライドも多いこ

とですので、新たに今回追加した資料を中心に簡単にご紹介だけさせていただければと

思います。 

 まず、１ページ目でございますが、「今後のネットワークの在り方について」という

ことで、３つの基本的な役割の今後の在り方の案を示したものでして、既に前回お示し

したものでございます。 

 続きまして、２ページ目は「アクセス網の現状」ということで、光アクセスの整備状

況及び光アクセスサービスの利用率について現状をご紹介しているものでございます。 

 続きまして、３ページ目でございますが、ＩＴＵの勧告に基づいて想定されておりま

すエミュレーションとシミュレーションについての概要をお示しした絵でございます。 

 続きまして、４ページ目は「モバイル通信の現状」ということでございまして、モバ

イルの役割の増加、トラフィックの増加といった関連するデータをご紹介しているもの
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でございます。 

 続きまして、５ページ目でございますが、「概括的展望」における移行スケジュール

とサービスの分類でございまして、既に前回ご紹介したものでございます。 

 続きまして、６ページ目でございますが、「利用者の移行状況について」ということ

で、可能な限り自発的な移行を促すべきではないかということで、上のグラフにつきま

しては既に前回お示ししているところでございまして、これにあわせまして、今回加入

電話の契約者数推移ですとかブロードバンドの契約者数推移を参考情報として下に掲げ

ているところでございます。 

 続きまして、７ページ目でございますが、「インターネットの利用動向」ということ

で、年齢別の利用率、どういった端末からどういった回線を利用しているかといった関

連するデータを紹介しているところでございます。 

 続きまして、８ページ目でございますが、現在のＰＳＴＮ及びＮＧＮにおける基本的

なといいますか、代表的なサービスの料金をご紹介したものでございますが、上の表に

つきましては既に前回お示ししておるところでございまして、今回参考としまして、主

要３社の携帯料金プランの例を挙げているところでございます。 

 続きまして、９ページ目でございますが、料金プランの多様化の実施例ということで

ございまして、本年６月１日からＮＴＴ東日本が開始しております「フレッツ光ライ

ト」という２段階制の低利用者向けの新たな料金プランをご紹介しているところでござ

います。 

 続きまして、１０ページ目でございます。こちらは、現在も行われておりますＮＴＴ

東西による事業者間協議をご紹介しているところでございますが、基本的な情報につき

ましては前回既にお示ししているところでございまして、今回は左下の開催状況、今後

の開催の予定ですとか、その右側に書いてございますが、各回に予定されております議

論のテーマを追加でお示ししているところでございます。 

 続きまして、１１ページ目でございます。こちらは、ＮＴＴ資料を引用しております

けれども、利用者アンケートに基づく利用者の現状認識についてご紹介しております。

加入電話からＩＰ電話への変更の意向の有無等について、また、その背景となる考え方

について調査したものでございますが、こちらにございますとおり、約８割が現状から

の変更を希望していないという中で、その理由について、料金負担への懸念、変更手続

の手間等に対する理解不足といったものが主な要因として挙げられております。ただ、
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実際に変更してみたところどういったことがわかったかというと、料金の安さですとか

サービスの維持・継続性に対する満足度が高く、一度利用し始めると意外と不満は少な

いといった実態が浮き彫りになっているところでございます。 

 続きまして、１２ページ目でございますが、「ＮＴＴ東西のサービス終了に向けた取

組み」ということで、既に前回ご紹介しているところでございます。 

 続きまして、１３ページ目でございます。１つの例ということで、「地上デジタル放

送普及促進における周知例」でございまして、これまでの時系列に沿って、どういった

主体がどういった周知を行ってきたかということをご紹介しているところでございます。

上のグラフにございますとおり、メーカー、販売店、関係団体、放送事業者、国、地方

公共団体等多様な主体による多様な周知が行われてきたといった状況がおわかりいただ

けるかと思います。 

 続きまして、１４ページ目は「これまでの大規模なサービス移行・導入工程の例」と

いうことで、前回お示ししたところでございます。 

 続きまして、１５ページ目でございますが、「維持又は廃止するサービスの分類につ

いて」ということで、ほぼ既にお示しした資料のままでございますが、５ページ目でお

示ししましたＮＴＴ東西の「概括的展望」における３つの類型のうち、第３類型といい

ますか、２０２５年以前に廃止すると言われているサービスについて、どういった考え

方で終了が予定されているのかといった点についてご参考としてお示ししているもので

ございますが、左側にございますが、関連する装置の寿命が来るという点が１点目。ま

た、右側にございますが、利用者数が着実に減少傾向にあるといった点をかんがみて、

総合的に勘案して終了、もしくは廃止を会社として判断しているということがわかって

くるかと思います。 

 続きまして、１６ページ目でございますけれども、ＮＴＴの資料をまた引用してござ

いますが、０ＡＢＪのＩＰ電話についての利用者の意識といいますか、先ほどお示しし

たグラフと違いまして、積極的にＩＰ電話に変更したい理由を取り上げたグラフでござ

いますが、ここにございますとおり、料金が安くなる、通信品質がいい、緊急通報が利

用できる、現在の電話番号や機器がそのまま利用できるといったことで、利用者に新た

なサービスへの変更を促すためには、利用中のサービスとの継続性・代替性が求められ

ると言えるのではないかと考えられます。 

 続きまして、１７ページ目でございますが、局給電についての資料でございまして、
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前回お示ししたとおりでございます。 

 また、１８ページ目、１９ページ目にかけまして、現在検討が行われております大規

模災害等の検討会における公表済みの中間取りまとめの概要をお示ししておりますので、

後ほどご参照いただければと思います。 

 続きまして、２０ページ目は参考資料でございますが、ＮＧＮのネットワークの信頼

性がどのように維持されているかという点についてご紹介しているスライドでございま

す。 

 続きまして、２１ページ目でございますが、「電気通信事業法の利用者保護の枠組

み」ということで、前回既にお示ししたとおりでございます。 

 また、２２ページ目でございますが、「これまでのＮＴＴ東西におけるサービス終了

スケジュール等」ということで、既に前回お示ししたとおりでございますので、説明は

割愛させていただきます。 

 続きまして、２３ページ目でございます。こちらは、またＮＴＴアンケートを引用し

てございますが、工事に対する利用者の意識についてのデータでございます。まず、電

話サービスの設備更改に伴う工事に対する意識でございますが、見ておわかりいただけ

ますように、宅内機器の取りかえに抵抗が強いほか、作業員による訪問工事及び自身で

の工事等に抵抗があるといったことがうかがえるかと思います。また、訪問工事に対す

るユーザーの要望としては、時間指定を希望しているユーザーが非常に多いということ

でございまして、ほとんどのユーザーがこういったことを希望していることがわかって

くるかと思います。 

 最後に、２４ページ目でございますが、「ＮＧＮのセキュリティ対策について」とい

うことで、前回もご指摘がございましたが、ＮＧＮ上でのセキュリティ対策について、

現状例えばなりすましですとか不正アクセスの防止といった点で手当てがされているこ

とを簡単にご紹介しているスライドでございます。 

 事務局からの説明は以上です。 

○東海主査  ありがとうございました。今日の利用者対応という問題の議論のためには、

場合によっては総論的に事業者対応のこともきちっと踏まえながら議論しなければいけ

ない部分もあると思います。したがって、必ずしもその枠の中でご議論してくださいと

いう制約ではありませんので、ご了解いただきたいと思います。また、自由にご発言い

ただくという形もなかったわけではないのですけれども、時間の制約の中で議論を進め
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るために、こういった形で資料３－１「利用者対応の在り方等について（案）」をご説

明いただいたところでございます。また、資料３－２については、前回からの資料をつ

け加えてわかりやすさを進めているというところでございます。そんなことで、基本的

には利用者対応でございますけれども、いろいろな観点があろうかと思いますので、ご

自由なご発言をお願いしたいと思っております。よろしくどうぞ。 

○相田主査代理  よろしいですか。大変よくまとまっていると思うのですけれども、私

はややうっかりしていたというところもあるかもしれませんが、タイトルのところで

「中継網の移行に伴う」とか、資料３－１だと５ページ目あたりに「中継網の移行」と

いう言葉が出ているんですけれども、今回の移行で一番大きな点は加入者交換機から収

容ルーターに置きかわるというところだと思うので、たしかＮＴＴはコア網、コアネッ

トワークと言っているのに対して、中継網と言われると加入者交換機、あるいは収容ル

ーターより内側という印象になるので、中継網という言葉があまり適切ではないのでは

ないかなと。ＮＴＴの言葉をそのまま使うのであったら、コア網という言葉を使ったほ

うが少なくとも私にはしっくりくるところなので、ここはずっと中継網という言葉を使

っているのは、何か理由があるのでしたっけ。 

○大内課長補佐  もしご意見があれば、柔軟に考えたいと思います。 

○相田主査代理  素朴なイメージとして、中継網というとインターフェースなり最下位

の収容装置より内側というイメージだと思うので、加入者交換機からＩＰ系の収容ルー

ターに置きかわる、それに従って多分加入者線のプロトコルも変わらざるを得ないとい

うのが今回の一番のあれだと思うので、中継網という言葉はあまり適切ではないのでは

ないかなという気がします。 

○東海主査  ありがとうございます。用語の問題ですので、今後の議論の展開も踏まえ

て、最終報告書の中で適切な用語を見つけ出していこうということでよろしゅうござい

ましょうか。 

 ほかにいかがでございましょうか。どうぞ。 

○北委員  前回はお休みして申しわけございません。この資料を前回の資料も含めて読

ませていただいて、非常によくまとまっていると思います。 

 それで、ほかのところにも関係していますけれども、今日の資料３－１の５ページの

積極的な移行をいかに促進させるかということなのですが、ヒアリングのときにも私が

最後に感想として思わず言ったことは、本来のＩＰ網、ＮＧＮ網へ移行するユーザーの
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メリットが全然打ち出せていない。ユーザーさんからも、何でＩＰ網に移行する必要が

あるのかという声が上がっていたことに私はショックを受けたのですけれども、コア網

の話は直接エンドユーザーさんが触れない世界であって、先ほどの資料にあった２Ｇか

ら３Ｇへのマイグレーションであったり、今般のアナログテレビからデジタルテレビへ

の移行なんていうのは、エンドユーザーさんにとってハードウエア、携帯端末であった

り、テレビの受像機そのものが変わるということもあって非常にわかりやすい。かつ、

２Ｇから３Ｇへの変化は、速度が速くなりますとか、ユーザーにとってもわかりやすか

った。アナログ、デジタルの転換に関してはちょっと微妙だと思うのですけれども、本

質的にテレビがアナログからデジタルに変わることのメリットをほんとうにユーザーが

理解していたのか。ちょうど大型テレビへの買いかえと軌を一にしているということで、

大型テレビイコールデジタルテレビというイメージも持たれながら、関連業界のプレー

ヤーも、アナログからデジタルに転換することによって、端的に言えば受像機が売れて

もうかるという話も当然あるし、さらに、アナログからデジタルに関しては、周波数を

移行することによって、空いた周波数帯を、逼迫する携帯電話に使うために、携帯電話

事業者であったり、応援団というのでしょうか、関連するさまざまなプレーヤーもアナ

ログからデジタルに変えようという空気を醸成してきたので、いろいろありましたけれ

どもここまで来たのかなと。 

 翻ってＩＰ網、ＮＧＮ網への移行は現時点でユーザーさんにとって直接的にどんな見

え方があるのかというと、フレッツに入るのかあるいはフレッツネクストに入るのかぐ

らいで、それによって何ができるのかというと、「ひかりＴＶ」が見られますとか、ほ

んとうにそのぐらいしか目立ったメリットがない訳です。コア網の移行の最大のメリッ

トを享受するのはむしろ事業者そのものであって、もともとの交換機の寿命もあります

けれども、よりセキュアで強度な認証やＱoＳが確保できるとか、もちろん運用コスト

も下がるはずということを提供者サイドとしては期待して取り組んできているわけです

が、それはユーザーにとってなかなか見えにくい。 

 だから、何をやらなければいけないのかというと、これは多分アナログからデジタル

テレビへの変換に匹敵するような非常に大きな取り組みになりますので、コア網を転換

することによるユーザーメリットはもちろん、この上で事業を展開する事業者さんのメ

リットに伴って、何か新しいサービスが展開され、新しいデバイスが登場し、それによ

って潤うメーカーさんといった応援団をつくっていかないと、遅々として進んでいかな
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いのではないかなという感想を持っています。ですから、初心に立ち戻って、当初言っ

ていたはずのＮＧＮに移行するメリットとか、こういうことができるという新しい付加

価値の部分について業界を挙げてつくり込んでいかないと、なかなかしんどいマイグレ

ーションになるのかなと思います。 

○東海主査  ありがとうございました。実は今日の最後のときに、私は一言そういった

点をお話しさせていただこうかなと思っておりましたけれども、１枚紙の参考資料のよ

うに、前回この委員会でこういった見方、考え方で整理してよろしいかという私論を差

し上げたところでございますが、継続性というのはわかりやすく、これまでと仕組み、

ネットワークが変わるわけですから、それを受け継ぐもの、廃止するものについてきち

んとした形でもってスムーズにやっていかなきゃならないといった意味でしょうし、予

見性・透明性というのは、まさに利用者に対してわかりやすさを保ちなさい、わかりや

すさだけじゃなくて、しっかりとした先の予測を持てるような方向を保ちなさいという

ことで、どちらかというと進んでいく道にいろいろな障害が出てくることに対して、滑

らかに整理をしなさいということに着目点があるのですけれども、ちょうど今北委員が

お話しされたことは、こういったことをすることによってさらに発展性・柔軟性といい

ましょうか、もっとよいものが出てくるはずですということがなければ魅力がないわけ

です。単純な技術的な切りかえというはずではないわけです。 

 それが、国が言っているところの光の道の構想でもあると思います。社会がもっと発

展する、展開するときちんと説明していかないといけないのでしょうということで、私

たちの委員会はそのあたりはあまり積極的には今までしてこなくて、どちらかというと

障害を取り除こうという動きが強かったんですけれども、私はこの報告書の中でも最終

的にはメリットみたいな、発展性、これまでできなかったことができるんですとか、今

ちょうど北委員がもっとうまくおっしゃっていましたが、そういったことについて、Ｎ

ＴＴさんもご自身の仕事としてビジネスでやっていくわけですから、機会があれば一回

説明してくださいということだろうと思うし、それを受けとめる事業者の方々も、協議

会の協議の場で自発的にやっていただくことも大いに結構ですが、先ほどのスケジュー

ルを見ますと、まだまだ展開が遅いという気もいたしますので、私どもの委員会は年内

でございますから、先行してそういったことの整理についてもお示しするという役割を

果たしてもいいのではないかなと思いまして、私も今の北委員のご発言のような感じを

持っていたということでございますけれども、何かそのあたりでほかの委員の方。 



－14－ 

○長田委員  すいません。 

○東海主査  どうぞ。 

○長田委員  私自身は、今、北委員のお話を伺いながらふと思いついたのですけれども、

どんどんいろいろなものを利用したいと思っている普通の人にとって、今回の移行はむ

しろ古い水道管やガス管は寿命が来たので取替えですという感じなのではないかと思い

ます。だから、移行に際して利用者に余計な負担が生じたり、今まで受けていたサービ

スとは違う水が流れてくるとか、例えばガスが天然ガスに変わったときのガス機器の変

換というと、別に我々は負担していないという感じで考えたいというところがあります。

それが地デジのように、光の道もそうですけれども、こんなことができます、あんなこ

とができますといろいろ言われていたことのほとんどが、これまで実現できていない。 

 なので、もしこんな発展があると今お二人がおっしゃったものがあるとすれば、それ

は必ず実現するもので、かつ、いずれ、いつかではなく、すぐ身近なところで実現する

ものでなければならないだろうと強く思います。なので、この中で積極的な移行と消極

的な移行の利用者がいるだろうというのは当然そうで、積極的な移行の人たちのかなり

の割合は移行しようとしているし、光を使ったりしていると思います。全体にＩＰ化し

ているのではないかと思います。なので、そうじゃない人たちはかなり消極的利用者だ

けが残っているのが現状ではないかなというところをきちんと見据えながら、もし将来

の約束をするのであれば、かなりの実現可能性が必要だと思います。 

 それと、細かく幾つか思ったことを申し上げたいと思います。気がついた順みたいな

感じでばらばらで申し上げますが、まず、８ページの周知の必要性はほんとうにその通

りです。そういうわけなので、移行に際して、サービスを受けていた一般利用者がどう

しても光に入らなきゃいけないとかいろいろな影響が出てくる場合があるので、とにか

く早い段階でなぜ移行なのかということ、つまり機器の寿命だということをきちんと話

をしていくことが必要だろうと思いますし、周知の必要性の２.の法人利用者のことな

のですけれども、「大口利用者との協議実施等の丁寧な対応を通じて」と書いてありま

すが、もちろん大口利用者との協議の実施はとても大切だと思いますけれども、多分消

極的利用者になっていくだろう小口利用者への対応をより早目に、丁寧にやっていくべ

きではないかと思いますし、大口利用者とはちょっと違う切り口が必要になるのではな

いかと思いました。 

 それから、９ページの一番下の「その他の取組」のところは、圧倒的に地デジの体験



－15－ 

をきちんと把握して今回生かしていくということが大切じゃないかと思います。だから、

「資するような知見が得られる場合には」と消極的な感じで書いてありますけれども、

きちんと把握して活かしていく。同じ省内ですので、それはぜひやっていただきたいと

思います。 

 それから、その上のところで「ダイレクトメールや電話連絡等による個別の周知」と

書いてありますけれども、地デジのところで確認していただければいいと思いますが、

なかなか効果は上げられないのではないかなという気がしますので、もうちょっと立ち

入ったやり方がないのかぜひ研究していただきたいと思っています。 

 それから、１１ページの局給電のところは、停電時の局給電による通話という表現は

一般の人はなかなか分からないと思いますので、もうちょっと表現をわかりやすくしな

がら、停電の時に電話が使えない、使えるためにはどうすればいいかということをきち

んとお伝えしていくとともに、使えるようにする場合に、基本的にあまり違和感のない

仕組みというか、過度な仕組みで負担が非常にあって、それで何とか地震のときに使え

ますというものでないような端末なり、アダプターか何かをいろいろつけるのかわから

ないのですが、あまり複雑な仕組みじゃないほうがいいと思います。 

 それから、一番下に出てきている大規模災害のところなのですが、「検討を踏まえ、

適切な対策が講じられるべきではないか」ということはほんとうにそうだと思いますけ

れども、ここに利用者の声がきちんと反映されているのかどうか私は疑問に思っており

ますので、そこは何とかやっていただきたいと思っています。 

 それから、１３ページ目の一番下のペンシルビルとか雑居ビルのところは、地デジも

ほんとうに苦労したところだと思いますけれども、ＮＴＴさんの場合は契約で個々のい

ろいろな情報をお持ちだと思いますので、かなり早い段階から個別訪問が有効になるの

ではないかと思っています。 

 とりあえず以上です。 

○東海主査  後半のほうでいろいろと全体の細かいチェックをいただいて、大変ありが

たかったかと思っておりますが、最初におっしゃられた古い水道管の取りかえであると

いう理屈で物を考えるべきか、あるいはもう少し発展的なものを取り込んでいくべきか

というのは、姿勢の問題、報告書取りまとめの方向として大変重要なところなのですが、

ほかの委員の方からももう少しご意見をいただければありがたいと思っております。相

田委員、いかがでしょうか。 
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○相田主査代理  私もどちらかというと長田委員と同じあれで、先ほどありました地デ

ジなんかでも、もちろん総務省さんとかがいろいろ広報されたパンフレットの中に何で

デジタル化が必要か書いてはあるのですけれども、その必要性を認識して、理解、賛同

して地デジに対応したかというと、必ずしもそうじゃないと思います。だから、もちろ

んちゃんとお示しするにしても、理解を期待してやってもらうということにはあまりこ

だわる必要はないのかなと思っています。とにかく専門家がちゃんと検討して、ＩＰ化

が妥当であるとして移行計画を決めて、２０２５年には全部電話が切りかわりますから、

それに備えてこういうメニューがありますので、ぜひこちらにするほうがお得ですとい

う感じで上手に誘導してあげることが大事なのであって、ＩＰ化されるとこんなことが

できるようになりますという過度な期待は、かえって与えないほうがいいのかなと。 

 ただ、もちろんこれまでも、それから今回も多分そうだと思いますけれども、何かあ

るたびにＰＳＴＮの交換機のソフトを開発できる部隊がいない云々ということで、新し

いサービスが最近まともに開発されてこなかったという経緯がありますから、そういう

のを踏まえて今後そういうのがやりやすくなりますということでもって、ＩＰ化が妥当

だということはもちろんご説明すべきだと思います。かつ、先ほどデータにもありまし

たように、実際に移行した人で不満を持っている人はあまりいないわけですが、私も、

ＩＰ網に変わった途端こんなことができますという形でのプロモーションは、かえって

しないほうがいいかなという気もいたします。 

○東海主査  ありがとうございました。ほかの委員の方、いかがでしょう。 

○石井委員  私もどちらかというと水道管の変更の方かなと思っていまして、変更する

に伴って損がないようにというのが最低ラインであろうと思います。ただ、積極的な移

行も促したいという記述がありましたので、嘘のないレベルでこんなメリットがありま

すという形でうまく誘導しつつ、最低ラインは移行に伴って損がないような形にすると

いう考え方になるかなという印象を抱きました。 

○東海主査  いかがですか。 

○井手委員  別のところで。 

○東海主査  事務局から何かございませんか。 

○大内課長補佐  いただいた意見を踏まえて、今後の取りまとめに向けて検討してまい

りたいと思います。 

○東海主査  ほかの点でいかがでございましょうか。どうぞ。 
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○井手委員  では、別の観点で質問をさせていただきます。全体的な内容については、

文章的にはよくまとめられていますし、今後は「求められるのではないか」とか「では

ないか」という言葉について、いろいろ検討していくことについては異論ありません。 

 その上で、ご質問なのですけれども、６ページの関係者間の合意形成なのですが、当

然一斉にＮＧＮに移行していくという過程で必ず必要だとは思いますけれども、そのと

きに、資料３－２の１０ページでＮＴＴ東西によって事業者間協議を実施しているとい

うペーパーがありましたが、それと「協議の必要性」というところの協議の体制・合意

内容はどういう関係にあるのか少しわからない。資料３－１の６ページの考え方案の２

ポツのところですけれども、「協議により得られる合意の具体的内容については、本審

議会答申で示される予定の方針に基づき」云々とありますが、今我々がここで検討して

いる内容は、役割分担とか費用の負担の在り方についてまで答申で書く必要はない。つ

まり、方向性だけを示して。この委員会で何を具体的に議論するのかなと。あとは、

我々の委員会の下に協議の場を設けて、そこで具体的に検討するという理解でよろしい

のかという点についてお聞きしたい。 

○大内課長補佐  現時点で申し上げられることとしましては、考え方案で示しておりま

すのは、本委員会における検討とＮＴＴ東西が進めております協議が有機的に連携して

いくことの必要性について、なるべく中立的な表現に気をつけて書かせていただいてお

りますが、この委員会または審議会の場でどこまで踏み込んだ結論を出していただくの

かという点については、まさに皆様にご議論いただくことであろうと思いますし、そこ

で合意が得られたものから順次答申に反映させていただいて、それが協議の場でもしっ

かりと生かされるような形での有機的な連携を期待しているということでございますの

で、現時点でこの委員会で決めるべき事柄もしくはその濃度について、我々で特定の考

え方を持っているわけではございません。 

○東海主査  これも、これからの委員会での整理のために大変大事な議論だろうと思い

ます。ＮＴＴと利用事業者というのでしょうか、具体的な利用者が細部にわたっていろ

いろな協議を進めていくということは、これからどんどんやっていただくことが望まし

いと思うし、しかしながら、共通的なことに限らないで、もっと個別の問題にも対応し

ていかなきゃならないという状況になってくるのであろうと思いますし、時間的にも、

委員会やら審議会の議論よりもずっと先までこの行動は続けられていくのではないかと

思います。 
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 そういう意味で、我々がここで議論すべきことは、例えば費用負担の問題などを含め

て考え方、在り方論をある程度整理しておく必要性があって、そのベースを持っていて、

ＮＴＴと事業者の協議が具体的に展開されれば、落ちつきどころがそれなりのものにな

っていくという方向性をねらっているのではないかなという気がしておりますので、年

内に私どもがまとめるべきものは、事業者間協議の結果云々ということにかかわらず、

本来あるべき論をきちっと整理していくことが重要ではないかとまとめていただいたの

ではないかと私は理解しておりますが、井手委員、いかがでしょうか。 

○井手委員  今の点でよろしいですか。ということは、資料３－２の１０ページに書い

ている事業者間協議はＮＴＴが自主的にやっていることなので、それとは関係なく協議

の場を新たに設けて、そこでいろいろなことについて議論しましょうという考え方でよ

ろしいのでしょうか。 

○東海主査  協議の場というと。 

○井手委員  「協議の体制・合意内容等」というので、ＮＴＴが今やっているのとは全

く関係なく、関係省庁と書いていますから、ある程度幅広い人が参加するような形で新

たに協議の場を設けるというイメージでよろしいのかということです。 

○東海主査  そこまでは言ってないですね。 

○大内課長補佐  違います。そこまで想定しているわけではございません。少なくとも

現在事業者間協議が行われておりますので、ここでの議論を見据えながら、この審議会

の場で必要な方向性なり、まさに今東海先生におっしゃっていただいたようなあるべき

論、在り方論について大きな枠組みを示していただくということはあろうかと思います

けれども、それを受けて、今のＮＴＴ東西の協議の場と別の協議の場は必ず必要だとい

うことまでこの資料の中で申し上げているわけでは全くございませんので、そこはご理

解いただければと思います。 

○井手委員  わかりました。 

○東海主査  ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○石井委員  今の、方向性を示すときにどこまでブレークダウンしていくかというご質

問とのかかわりなのですけれども、今日お出しいただいた「利用者対応の在り方等につ

いて（案）」の中で、優先事項は出したほうが良いのではないかと思っています。この

資料は、全体的に反論の余地がないような形で、こうすべきではないかという抽象的な

書きぶりになっていて、そうじゃないという意見は出てきにくいはずですが、これだけ
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は最低限やっておくべきという優先事項は示したほうが良いと思います。 

 個人的には、スケジュール、今後の検討体制、移行に伴うメリット、デメリットがな

るべく具体的に出てこないと、報告書としてまとめるときに抽象的な書き方にとどまっ

てしまうような気もしていますので、そのあたりをご検討いただければと思っています。 

○東海主査  先生がおっしゃるように、優先順位は具体的にはどんな点かというのがも

しあったら教えていただければと思いますけれども、いずれにしても、今日のこの資料

は我々がこの委員会で議論するための材料としての書き方でございまして、そういう意

味では、まだ結論の出ていないことをこんな形で書かせていただいているというところ

でございますので、我々の議論の内容によっては、最終報告書は一つの方向へ強くこう

いうことであるべきだという形でまとまっていくものが多いのではないか。あるいは、

消えていくものもあるかもしれないし、加えられるものもあるかもしれないといったと

ころかと思っております。そんな理解をしておりますが、よろしゅうございますか。 

○石井委員  はい。 

○東海主査  もし優先順位で、どういったところをどういう風にというのがありました

ら教えてください。 

○石井委員  例えば資料３－１の３ページで、私も考え方がまとまっているわけではな

いのですけれども、「ＮＴＴ東西はＩＰ化に向けた移行計画を明瞭かつ早期に呈示する

ことにより」と書いてあるの部分について、いつまでに何をするというのがもう一歩出

てくると良いと思います。いつまでに何をするというのがまず決まらないと、抽象的な

議論にとどまってしまうような印象を受けましたので。私自身今これを優先すべきだと

いう明確な意見を持っているわけではないのですけれども、今後の議論の進め方として

最低限守るべきラインがもう一歩出て欲しいと考えた次第であります。 

○東海主査  今先生がご指摘された部分は総論的に書かれた部分ですけれども、具体的

な展開の中では、問題によって早くこのことがわからないと議論ができないという問題

があったり、もう少し詰まっていかないとわからないという問題があったり、大きい、

小さいもあったり。 

○石井委員  そうです。これを拝見する限り、今日の段階では全部がフラットに読める

ので、そういったあたりの色分けを少し。 

○東海主査  おっしゃるとおりだと思いますので、ＮＴＴに早く方向性を見せていただ

かないと、私たちの議論の整理ができにくいということであったら、場合によっては事
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務局といいましょうか行政のほうにもお願いして、ＮＴＴさんにもう一度お話を伺わせ

ていただかなきゃならないかもしれないと思っております。 

 ついでに申し上げると、ＮＴＴが提示した分類という基準についても、どこでしたっ

け……。 

○長田委員  １５ページです。 

○東海主査  １５ページですか。廃止されるものが一覧で示されたものがございました。

これも、私は具体的な全部のサービスをよく知っているわけではありませんので、あま

りなじみのないものもいっぱい取り込んできて、これが社会にとってどのような必要性

を持つのかよくわかっておりません。 

 したがって、一括でこういうふうにしてぽんと説明できるものなのか、あるいは１つ

１つのサービスが社会でどんな役割をしてきたのか、だんだん需要が下がってきても、

最終的にはかなり限定された利用者が残るということをどう判断するのか、１つ１つが

どうなるのかというのは、具体的な展開ではかなり大事になってくるのではないかなと

思います。場合によっては、そのあたりのことも少し詰めて整理していかないと、大ざ

っぱにぽんぽんと廃止、維持という形でもってくくられて整理してしまうことも、少し

危険性があるかもしれないので、必要に応じて詳細の詰めを事務局にもお進めいただけ

ればありがたいと思っているところです。 

 それから、ついでに言ってしまうと、２２ページですけれども、廃止されるサービス

の終了スケジュールを見ますと、発表されてから実施までそんなに長くないし、１日で

あっという間にというのもありますね。ですから、こういった事情、状況とか、これで

よしとするものとそうであるべきではないものといった個別問題に対する対応について

も、少し詰めていく必要があるのかなという気がいたしております。石井委員のご発言

に乗った形で言わせていただきました。 

 ほかにいかがでしょうか。 

○長田委員  よろしいですか。資料３－２の１５ページの廃止するサービスで、先生が

おっしゃったとおり、私もすべてのサービスがぴんときているわけじゃないのですが、

ＤＩＡＬ１０４に関しては、事業部会で平成１９年にたしか審議した覚えがあるもので

して、番号案内の後そのままつなぐ、かつ、プラスして番号案内代が取られるのですけ

れども、それについての広告での告知が不十分だったということで、広告についての意

見を別件で申し上げた記憶があるサービスです。 
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 これは平成１９年７月から始められていて、始めるときの通知には今後光電話での利

用も準備でき次第始めますと書いてあって、始めたサービスが２０２５年以前に装置の

寿命が到来するという説明は、私としては納得いかない感じがします。非常に短い間に

寿命が来るようなもので、かつそれを更新する予定がないもののサービス提供を始めた

のかなという気がしますし、平成２０年から２１年で多少落ちてはいますけれども、２

１年度末で２２３万接続あるものについてもやめましょうとおっしゃっているのには、

別の理由があるのかなという気もしますので、東海先生がおっしゃったみたいに、個々

についてもう少し詳細な説明をいただければいいと思います。 

○東海主査  事務局はいかがでしょう。先々そういったことについて、あまり個別問題

で１回１回やるのは大変ですから、一度整理して、適切な時期を見つけて説明をいただ

く時間をとっていただくのはいかがでしょうか。 

○大内課長補佐  ご要望がありましたので、そういった場がつくれるかどうか検討した

いと思います。 

○東海主査  どうぞよろしくお願いします。ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○石井委員  質問です。資料３－２の１６ページの「ＩＰ電話に変更したい理由」で、

前回私がセキュリティやリスクについての意見を申し上げたところなのですけれども、

盗聴などに対するセキュリティが高いと思われるという人はいないのでしょうか。０な

のでしょうか。リスクばかりという話になるのかというあたりを。 

○大内課長補佐  一応０.０ということでございまして、おそらく実数としても０だっ

たと思われます。項目だけは挙がっておりますけれども、元データとしては０でござい

ます。 

○石井委員  そうすると、国民としては、不安は抱くけれども、セキュリティについて

メリットは感じていないのではないか。このデータからは、それがうかがえるという理

解になるわけですか。 

○大内課長補佐  積極的に変更したい理由としてセキュリティの高さを挙げた方が、こ

の母集団の中にはいらっしゃらなかったということだと思いますので、母数も９８とい

うことでございますし、このデータをどう評価していくのか、ここからどういった課題

を抽出していくのかといった点については、まさにご議論いただければと思います。 

○東海主査  ほかにいかがでしょうか。 

○相田主査代理  すいません。 
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○東海主査  お願いします。 

○相田主査代理  今の点に関連して、「故障時等におけるサポートがよさそうだから」

は０.６と書いてあるのですけれども、上にＮ＝９８と書いてあって、母数９８に対し

て０.６となると、どういうことなのかよくわからないのですが、これは何かおわかり

になりますか。 

○大内課長補佐  確認させていただければと思います。申しわけないです。 

○東海主査  どうぞ。 

○北委員  これはＮＴＴさんのアンケートですよね。 

○東海主査  そうです。 

○北委員  前のページにもありましたけれども、どういうユーザーアンケートを、だれ

を対象に、どういう地域で、どういうリテラシーの方にとか、我々も調査会社なのでこ

れ以上は言えませんけれども、総務省さんなりが、もう少し信頼できる公的な調査を実

施したほうが、我々の方針を考える上での参考になるかなと思います。 

○東海主査  おそらく事務局も、時間があればそういうことに対応したかったというこ

とです。おっしゃるとおり、アンケートというのは非常に危険な道具にもなり得るとこ

ろですので、注意深くきちんとチェックしていかなきゃいけないかと思っております。

今後やるかどうかは別といたしまして、それにかわれる対応を。要するに、実態をしっ

かりつかむということでしょうから、アンケートに限るかどうかは別ですけれども、そ

ういうことをフォローしていただければそれにかわっていくわけですから、今おっしゃ

ったことは大変大事なことでございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

○北委員  それから、私自身最近勉強不足で申しわけないのですけれども、イギリス、

韓国等海外のコア網のマイグレーションの最近の状況や、どんな議論が行われていると

いうことも含めて、我々も調べてみますが、事務局でも調べていただきたく。これまで

の資料にありますでしょうか。 

○大内課長補佐  特段資料化はしてございません。 

○北委員  ほかの国のまねをするというわけではないですけれども、実際にどんな進展

ぐあいで、日本のコア網のマイグレーションペースは世界でどのぐらいのところにいる

のか。きっと現時点でも、ユーザーベースで言えば先頭を走っているのではないですか

ね。 
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○原口電気通信事業部長  はい。 

○北委員  ほかの国も、一体何年ぐらいまでにマイグレーションをかけようとしていて、

きっと同じような課題に直面しているはずなので、参考にできるところは参考にしたほ

うがいいと思います。 

○東海主査  これも我々の議論にとって大変大事な資料になりますので、可能な限りと

いうことで事務局にお願いできればと思います。 

○大内課長補佐  わかりました。 

○相田主査代理  よろしいですか。 

○東海主査  はい。 

○相田主査代理  ただいまの件に関して、私もうろ覚えでしかないのですけれども、Ｉ

Ｐ化がかなり……、ごめんなさい、あれは違うな。ＩＰ電話の普及かな、高いのはフラ

ンスです。 

 それで、実際のネットワークがどうなっているかというのとは別に、例の接続料的に

は、資料３－２の３ページの真ん中のエミュレーション方式というのでしょうか、ネッ

トワークは全部ＩＰ化して、ＵＮＩのところではおそらくメタルで、ＰＳＴＮコンパチ

ブルプラスＡＤＳＬを提供するという想定のもとでモデルをつくって、接続料をはじく

という国がヨーロッパ等でかなり増えてきているようです。そこにある考え方は、ネッ

トワークが従来型のＰＳＴＮ技術でつくってようがＩＰ網で提供されていようが同じ市

場であるということで、最も効率的な設備は現在ではＩＰを使ってつくることだという

ことではじいている国が多いようですけれども、実際のネットワークの移行がどれくら

い進んでいるかということについては、私もあまり正確に把握できてないです。 

○安東課長補佐  この点に関しては、もともと「光の道」構想の議論の中でも、各国に

おいて国家政策としてのブロードバンド促進が掲げられていることを紹介させていただ

いておりますところ、我が国においても同様の方向で進めているところでございます。

いくつかの国においてはネットワークのＩＰ化は国家目標として進められており、各事

業者、例えばイギリスのＢＴなどにおいても、コアネットワークを「２１ＣＮ」という

ＩＰ網へ置き換えていくという方針を公表しておりました。これについては、直近の情

報によりますと、コストの問題等によって「２１ＣＮ」の実現についてはＢＴが一旦方

針を凍結というか、ＩＰ網への計画的な移行について少し方針を見直しているという情

報がございますけれども、ＩＰ網への移行はそれぞれのペースで進んでいるということ
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でございます。 

 接続料の算定に関しましては、ＩＰ網とＰＳＴＮを一緒に扱うという国もあります。

総務省のＬＲＩＣ研究会などでもヨーロッパの例として紹介されているところでござい

ますが、実際の現物として存在するＩＰ網とＰＳＴＮを接続料算定上一緒に扱うという

例は、実はそれほど多くはないのではないか、つまり理想としてのＩＰ網を観念し、Ｐ

ＳＴＮをそれと置き換えて接続料をはじいていく例が見られるということをＬＲＩＣ研

では出させていただいております。日本のように、ＩＰ網、つまりＮＧＮとＰＳＴＮの

２つが別に現存し、２つの接続料が算定される中で、両者の接続料をどう移行させてい

くかを考えるかという例があるかは、可能な限り確認してまいりますが、この日本のよ

うなケースは一番問題が顕在化しているケースではないかと感じられるところでござい

ます。 

○東海主査  みんなが同じだという意味ではなくて、動きが先行して何かの方策をとら

れたということが明らかなものについてできるだけ調べていただければ、我々の議論の

参考になるだろうという意味でございまして、日本はまだ接続料問題についてどうする

かということが動き出し始めた段階ですから、ある国のものを参考にしながらというこ

とで、これから考えていく段階かなと思っておりますけれども、ＩＰ化、あるいはブロ

ードバンド化という流れでどう動いたかということについては、各国いろいろな資料が

あるのではないかなという気がしております。よろしくお願いしたいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

○長田委員  よろしいですか。 

○東海主査  はい。 

○長田委員  資料３－２の１０ページで紹介されている、先ほどお話に出ていましたＮ

ＴＴ東西による事業者間協議の話なのですが、前回も３０社の参加では足りないのでは

ないかというお話も出ましたけれども、９月９日に２回目と粛々といろいろなテーマに

ついてのお話し合いが進んでいくわけですが、どれだけの数の方々に参加してもらえる

のかということが大切になってくると思うのですけれども、東京で１回ずつこうやって

開催するという形がほんとうに適当なのか。 

 むしろブロックに分けていろいろな地域で、かなり小さい事業者さんも含めて接続し

ていらっしゃる事業者さんが参加するような形にしていくというような、目標値をちゃ

んと決めて参加者数を増やしていくという設定をしてぜひ進めていただかないと、今の
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段階で関心のある方だけで協議が進んでいくことになってしまうのではないかと非常に

心配しますので、意見ですけれども申し上げたいと思います。 

○東海主査  この委員会でそういう方向をどうこうということではないでしょうが、Ｎ

ＴＴさんにはどうぞお伝えいただければありがたいと思っております。ただ、今後の周

知ということに関しては、総論的に私たちの立場できちっと整理していかなければなら

ないということは言うまでもないところでございます。 

 ほかにいかがでしょうか。 

○井手委員  よろしいですか。 

○東海主査  お願いいたします。 

○井手委員  ちょっと細かいことなのですけれども、資料３－１の１２ページで「廃止

されるサービスに係る課題について」ということで、考え方案の２番目のポツのところ

ですが、「代替サービスが提供されない場合の対応」ということで、代替サービスが提

供されないというのは、先ほどの資料３－２の１５ページに「維持又は廃止されるサー

ビスの分類について」というのがありますけれども、こういうサービスについては基本

的に設備が寿命なので代替サービスはないという理解でよろしいんでしょうか。 

 というのは、代替サービスが提供されない場合に、ＮＧＮのオープン化によって多様

な主体によってサービスが提供される環境を整備する必要があるのではないかというこ

とが書かれていますけれども、ＮＧＮに変わっても、ＮＴＴはサービスを提供しないか

もしれないけれども、競争事業者でサービスを提供する可能性もあるという理解でよろ

しいのでしょうか。その辺がよくわからないので。 

○東海主査  事務局はいかがでしょうか。 

○大内課長補佐  ２点ご質問をいただいたと思いますけれども、まず、こちらに書いて

ございますいわゆる第３類型でございますが、２０２５年以前に廃止されるサービスが

代替サービスのないサービスということなのかという点については、そういったサービ

スが多いのではないかと思われますけれども、完全に個別のサービスについて整理され

ているわけではないということかと思います。ＮＴＴ東西の発表は、昨年の１１月の時

点でＩＰ技術によって代替サービスが提供されているものもあれば、されていないもの

もあるということで、そういう意味ではまだらな形での計画が提示されていると思いま

すので、今後当然サービスがさまざま出てくる中で、代替サービスがあるもの、ないも

のの分類もおそらく変わってくることは想定されますし、現時点ではかっちりとした区
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分がされているわけではないということかと思います。 

 ２点目は、考え方の整理の案の中で、多様な主体による多様なサービスの提供は、Ｎ

ＧＮ上でさまざまなコンテンツ事業者ですとか接続事業者が多く参加することによって、

必ずしもＮＴＴ東西による代替サービスが提供されない場合であっても、多種多様なサ

ービスの競争環境が整備されていく中で、代替サービスが出てくる可能性もあるのでは

ないかということで、一般論として現時点における一つの想定を書かせていただいてい

るところでございますが、この点についての考え方、是非等については、まさにご議論

をいただければと考えているところでございまして、あくまで現時点での一般論として

の考え方案をお示ししたということかと思います。 

○東海主査  加えて、先ほど申し上げたとおり、ＮＴＴさんにもう一度精査していただ

いて、もう少し詳細な対応について情報を得たいということもお願いしておきたいと思

っております。よろしくお願いします。井手先生、それでよろしいですか。 

○井手委員  はい。 

○東海主査  ほかにいかがでしょうか。 

○相田主査代理  この件に関して、代替サービスの定義というのでしょうか、従来と同

じ機器を使って何とかなるものを代替サービスと言っているのか、それとも、ＮＴＴの

サービスメニューには入ってこないけれども、利用者側がアダプターのようなものをど

こかで買ってきてやれば、ほぼ同じような機能が実現できるのは代替サービスに入るの

か入らないのかとか、そこら辺の整理ももう少し必要なのかなと。 

 多分ＮＴＴさんとしては、ＮＴＴのサービスメニューにはもう載っていませんという

ことだと思うのですけれども、第三者がちゃんとＩＰプロトコルでそれに似たような機

能をできる箱を開発してくれれば、かなりそれに近い機能が提供できる。例えば信号監

視通信みたいなのは、かわりの機能をだれかがとにかく開発してやらない限り、多分警

備会社さんとしては商売ができないので、何らかの意味でのあれはされるのであろうと

思うので、そこの整理ももう少し突っ込んだものが必要になるのかなという印象を持っ

ております。 

○大内課長補佐  まさに相田先生にご指摘いただきましたが、代替サービスがどういっ

たものなのかという点については、個々のサービスごとに今後明確化が図られていくと

思いますけれども、例えば信号監視通信について申し上げますと、ＮＴＴ東西からの合

同のヒアリングの場におきましても、現時点での代替サービスの例として、フレッツ光
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サービスを利用しながら、その他例えば伝送装置またはイーサネットに対応した終端装

置等の機器の設置等が必要になるといった指摘がなされているところでございますので、

端末、アダプター等を含めて具体的にどういったものが必要になるのかという点につい

ては、個々のサービスごとに一定程度の明確化が図られていくべきだろうと考えており

ます。 

○東海主査  よろしゅうございますか。 

○相田主査代理  はい。 

○東海主査  どうぞ。 

○北委員  ということもあるので、さすがにこの場ですべてのサービスについてつぶさ

に見ていくわけにはいかないけれども、対応に関して幾つかの典型的な類型化されるも

のについて、ケーススタディ的な事例を題材として議論することが必要じゃないかと思

います。ちょろちょろっとサービスの名前が出て、これはこうでとすっと終わっていく

と、総論的な話で結局終わってしまいますので、その中間ぐらいのケーススタディ的な

議論することが有効な事例について、二、三でいいと思うのですけれども抽出していた

だいて、ヒアリングで取り上げられた事例でもいいですし、取り上げられなかった事例

でもいいと思いますので、ＮＴＴさん側の対応とユーザーさん側の意見も含めた形でを

出していただくと、それに対して有効な議論ができるんじゃないかと思います。 

○東海主査  全く同感です。先ほども申し上げましたけれども、今日の「利用者対応の

在り方等について（案）」の中でもその点について触れておりまして、ＮＴＴが示した

分類基準そのままで、大くくりに結論の方向性を整理するという形ではどうであろうか

という投げかけをしていただいていますし、おそらくそれについての今日の我々の委員

会の姿勢としては、もう少し具体的な展開の内容がわからないと、その点についての議

論が進まないという皆さんのお気持ちだろうと思いますので、ＮＴＴサイドのいろいろ

な情報も得ながら、事務局で整理を進めていただければありがたいということです。よ

ろしくお願いしたいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

○安東課長補佐  １点だけ、先ほどの海外の情報で、別途お配りすることになると思い

ますが、７月１９日の競争政策委員会において参考資料を１枚つけてございます。こち

らについて、固定通信市場だけのケースで比較をしていますが、ＦＴＴＨサービスの契

約数ということで整理しております。日本については、２０１１年３月末現在で２,０
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２３万契約という状況でございます。他方、フランス、イギリス、アメリカについて、

おおむね２０１０年１２月末現在のＯＥＣＤのデータで推計した結果、フランスに関し

ては１１万８,０００契約、イギリスについては１４万４,０００契約、アメリカは連邦

政府レベルのみですけれども、４９３万８,０００契約ということでございまして、Ｆ

ＴＴＨサービスのみに限って見た場合の規模感をお示しした次第でございます。 

○東海主査  ほかにいかがでしょうか。何か追加してご質問いただければ。 

○相田主査代理  今の件に関してコメントしますと、日本ではＰＳＴＮからＩＰ網への

置きかえとＦＴＴＨが一種セットとして議論されているわけですけれども、特にヨーロ

ッパなんかはあまりそういうことはなくて、先ほどの土管じゃないですが、ＰＳＴＮ交

換機をどんどんＩＰに置きかえていく、でも、ユーザーは従来どおりのメタルプラスＡ

ＤＳＬというところなので、ＦＴＴＨではかるのは必ずしも適当ではないのかもしれな

いと思います。 

○東海主査  ほかにいかがでしょうか。 

○石井委員  質問をいいですか。 

○東海主査  どうぞ。 

○石井委員  今までと関係ないところの質問になります。資料３－２の２１ページに

「電気通信事業法の利用者保護の枠組み」とあって、２６条に「契約締結に際して料金

その他提供条件の概要について説明しなければならない」とあるのですが、そもそも回

線を変えるというのは、契約条件の変更に当たってくるのでしょうか。確認させていた

だきたいのですが。 

○岡井課長補佐  ２６条の適用の有無につきましては、サービスの内容によるかと思い

ます。２６条においては、提供条件の説明の必要がある事項が決まっておりますので、

そういった事項に関係する場合ですと、変更の場合でも説明が必要になってくる。そう

でなければ、説明がなくても構わないケースも存在すると考えております。 

○石井委員  回線を変えること自体は、契約の変更には当たらない。サービスが変わる

というところは、契約の内容の変更に当たると思うのですけれども。 

○岡井課長補佐  ご指摘のとおり、サービスが変わるような場合ですと、サービスのも

提供条件に明らかに影響いたしますので、そういったケースですと説明が必要になるケ

ースの方が多いと思います。 

○石井委員  回線を変えるというか、ＩＰ網に変えること自体については、影響はない
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という理解でいいですか。 

○岡井課長補佐  回線が変わることで、例えばアダプターが必要になるとか、追加料金

が発生するといった場合ですと、料金の変更につながりますので、説明が必要になって

くると思います。 

○石井委員  わかりました。 

○相田主査代理  よろしいですか。 

○東海主査  はい。 

○相田主査代理  先ほどの資料３－２の３ページの真ん中のようなケース、ネットワー

クの中は完全にＩＰ化されているけれども、利用者との間のＵＮＩと言っている、モジ

ュラージャックの口で提供されるサービスが電気的条件でも品質条件でも変わらなけれ

ば、利用者にとっての契約が一切提供条件が変わっていないとみなすことができると思

いますが、ただ、下のようなケースで光ファイバーになったといったら、その途端に多

分回線使用料等のあれが変わってくると思いますし、局給電の条件とかがみんな変わっ

てきますから、この形になるのであれば当然契約変更になると思います。 

○石井委員  契約変更になるのですね。 

○東海主査  ほかにいかがでしょうか。おおむねご質問、あるいはご意見はいただけま

したでしょうか。 

○長田委員  すいません。 

○東海主査  どうぞ。 

○長田委員  素人の質問で恐縮です。局給電のところで、ＩＰ網に全部入れかわってメ

タルで収容されているケースの場合は、局給電はできるのでしょうか。 

○相田主査代理  技術的にできるかといえば、できます。例えばということですと、Ｎ

ＴＴさんがその昔言っていらっしゃったπシステムみたいなのでは、お客さんの近くま

で光で持ってきて、電信柱のあたりにバッテリーを持った装置を置くことでもって引き

込みはメタルのままにして、電信柱のあたりにあるバッテリーから電源供給するという

ことで考えていらっしゃった。あの当時は、多分ＩＰじゃなくてＡＴＭだったとは思い

ますけれども、例えばそんな形で提供すれば、局ではないのですが事業者側から給電す

ることは可能ですし、局からのメタルをそのまま残すということであれば、もちろんそ

れも可能だと思います。 

 あとは、光ファイバーの上に強力なレーザーでもって電力を供給しようとか、別に通
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信経路を光にしたからといって、メタルを抱かせてそこで別途電源だけ供給したらいい

じゃないかとか、アイデアとしてはいろいろありますね。もちろんそれによって、どう

いう値段で提供できるかとか、さっきありました時間的にどれぐらいもたせられそうか

というのが全部違ってきますので、特に今回の東日本大震災の場合、３日間という長期

の電源の停電がございましたので、それだけもたせるような技術は非常に大変だと思い

ますけれども、ＩＰ化だから自動的に局給電できないということでは決してないという

ことだと思います。 

○東海主査  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。 

 今日は、利用者対応の在り方についてご議論していただきました。お聞きしておりま

して、とかく散漫な整理になりがちな問題を事前に課題整理をしていただいております

ので、それに従ってご意見をちょうだいしたところでございます。そういう意味では、

この委員会での報告書づくりに向けた問題意識については、大枠こういう形で整理を進

めていくことで大きな漏れはないような気がいたしておりますが、そのあたりは特に長

田委員などもう一度見ていただいて、何か見落としがないかどうかご意見をちょうだい

できればありがたいと思っております。 

 ただし、細かいところに行きますと、先ほど来いろいろとご注文も出ましたように、

さらにいろいろなデータやら情報を得ながら話を進めていきませんと、結論の方向へ導

くことが少し困難なものもあるということでございましたので、今後の議論の中でぜひ

いろいろな情報の付加をしていただいて、話を整理していきたいと思っているところで

ございます。 

 おおむね委員のご意見は出尽くしたかなと思っておりますので、今日はこのあたりに

いたしまして、次回は事業者対応という視点からご議論いただくことにしておりますが、

日程等について事務局からお話をいただきたいと思います。 

○大内課長補佐  次回会合でございますが、９月６日火曜日の１０時から、総務省８階

の第１特別会議室にて開催させていただきます。 

○東海主査  場所等は後日ですか。 

○大内課長補佐  ８階の第１特別会議室をとっております。 

○東海主査  失礼いたしました。今日は、第３回会合でございましたが、終了させてい

ただきます。お忙しい中ありがとうございました。 

（以上） 


